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篠山市は兵庫県中東部に位置する人口約 4 万 5 千人の小規模な地方都市である。面積は





                                                  
∗1 3,000人の中には福知山方面の乗客数が含まれる。（平成２０年『兵庫県統計書』参照） 
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現在その動きは鈍化している。 
北野地区は篠山市の北西部に位置し 1999 年 4 月、旧篠山町、旧丹南町、旧西紀町、旧
今田町の多紀郡 4 町合併により篠山市となるまでは旧丹南町に属していた。 





同地区には居住建物としては 27 戸の家屋と一建立の寺院（庫裡併設）及び 1 棟の社員
寮が存在する。そのうち 3 戸の家屋は、常住はせず、住民票も篠山市にない者の所有であ
























れており放送は原則として午後 7 時頃に流される。 
また、月に一度、世帯主（または代理）が出席する「常会」と呼ばれる連絡会議が開催
                                                  
2 本論文では、この世帯のことを「北野地区世帯」と呼ぶ。 
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される。原則として月一回、最終土曜日に行われる。12 月だけは、年末の多忙な時期とい
うこともあり 25 日に開催される。常会の開始時間は、1 月～3 月は午後 7 時半より、4 月
～9 月は午後 8 時より、10 月～12 月は午後 7 時半よりとなっており、農業集落であるた
め、繁忙期で日照時間の長い時期は農作業を考慮し、開始時間を 30 分遅らせた設定にし
てある。 
自治会では自治会負担金月額 3,000 円、社会福祉協議会会費年額 700 円、同和教育会費
年額 300 円、デカンショ祭り協賛費 200 円、赤い羽根共同募金 500 円など各種の負担金
等を徴収する。また、自治会が「神社割り」、「寺割り」（神社、寺への年間の分担金。神社
割りは年間 3,000 円、寺割りは年間 5,000 円）を徴収するのが慣例となっており、集金し
た寺割りは、自治会長が寺に持参する。24 世帯中 18 世帯がこの地区に存在する念仏寺の
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北西の 2 ブロック）は調査対象にしなかった。当該部分の田の所有・管理をしている 9 割
近くが隣接地区の「北野新田地区」在住者である。現況区割りは 36 区画で、所有権は 43
筆に亘って存在し、内 38 筆が北野新田地区世帯の所有である。北野地区世帯が所有して


































                                                  
4 自己保全管理：常に耕作可能な状態に管理すること。  
5  調整水田:水を張ることにより常に水稲作付けの可能な状態で管理すること。 
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3. 北野地区集落及び水田の現状 
3.1 インタビュー調査Ⅰ[世帯調査]   
  
北野地区の全 24 世帯に悉皆インタビュー調査を行った。回答者は世帯主もしくは世帯
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上の高齢者の割合が高い。69 人中 25 人が該当する。高齢化率は 36.23％である。篠山市
全体で 27.5％（平成 22 年 8 月末現在：篠山市人口及び世帯調査票より）、全国平均 22.5％
（平成 22 年、総務省統計局人口統計より）と比べてもその比率が高いことが分かる。ま







0 人である。平成 23 年度は、小学生




者（手伝いも含む）は 14 世帯 27 人


























農作業は通常時、ほとんどの農家が 1 人ないし 2 人で賄っている。農家によって多少異
なるが、特に高齢者は機械作業を伴う田植え、稲刈り、草刈りなどについては、同居して
いない家族、またはそれ以外の者（知人、シルバー人材など）、1 人ないし２人に依頼する
ことが多い。年間を通して、約 10 日間（1 日 5 時間～8 時間）程の手伝いが必要である。
12 月中旬より 3 月中旬頃までが農閑期で、この時期にはまとまった休暇が取れる。 
また、地区内農家と JA との関係を見ると、出荷については、出荷農家 10 件中 8 件が「す











「必要なし」と答えた農家が 4 軒、「分からない」と答えた農家が 4 軒であった。「必要な









延長ノズル付大型噴霧器 1 台で、噴霧器以外は有償である。乾燥機は 24 時間で 7,000 円、
最大作業能力は 3 反分。脱穀機は、収穫の多少を問わず、1 反分につき 1,000 円。噴霧器
の使用料は不要であるが、２年ほど前より不調のため使用されていない。次に個人の機械












 さて、表 3-3 は北野地区対象区域内水田以外に、北野地区世帯の農業従事者が関わる対
象区域外の水田を含めた項目別の面積集計表である。 
 対象区域内の水田面積は 1,450.7a で、区域内に水田を所有する者と関係する（所有もし
くは受託水田）区域外水田面積は 226.9a である。合計の水田面積は 1,677.6a である。対
象区域内の項目①所有面積、②自作面積を見ると、自己所有農地があっても、自らが耕作
していない、いわゆる「土地持ち非農家」が 9 軒（他地区所有者も含む）ある。全所有者
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第 3 に、「図 3-4 農業従事者及び管理者等年齢帯別区分図」では年齢帯は 49 歳迄、50～
64 歳、65 歳以上 74 歳、75 歳以上に区分した。農業従事者が 2 人以上いる世帯について
は、主たる従事者の年齢を基礎とした。耕作委託等をしている場合は、受託者の年齢を対
象とした。 
 但し、A10 世帯に関しては特別に、主たる農業従事者を世帯主（58 歳・男）と父（86







図 3-4 によれば、２（50 歳以上 64 歳以下：7 人）の部分が一番多く全体面積の約 40％
を占める、次いで白文字④（75 歳以上：7 人）の部分で約 30％である。また、３（65 歳
以上 74 歳未満：3 人）の部分は約 13％で、１（49 歳未満：4 人）の部分が約 7％である。
年齢区分しなかった大規模経営体の部分は約 10％あり、白色☆印を付した。 
上記より分かるように、従事者の高齢化が進んでいる。50 歳以上 64 歳以下の年齢帯も
実際は 50 代後半 3 人と 60 代 4 人とで構成されている。また、二番目に多い 75 歳以上が
管理、耕作する水田は約 30％を占め、担い手の確保が急務である。49 歳以下は 4 人しか
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4.  北野地区世帯及び水田の将来予測 
 
ここでは北野地区世帯の実態、農業従事者及び耕作等受託者の将来像を明らかにする。







指標に従い予測すると、予測死亡者数の累計は、5 年後 0 人、10 年後 7 人、20 年後 21
人となる。他の予測を考慮に入れなければ、10 年後の全世帯の構成人数は 62 人、20 年後
は 48 人となる。 






注 1）どの世帯構成員も平均余命年齢で死亡するものとし、予測を行う。平均余命とは X才における X
人について、これらの者が X才以降に生存する年数の平均を X才における平均余命という。（厚生労働
省「平均余命の定義」）   
                                                                     
注 2）平均余命の小数点以下は四捨五入して繰り上げ、繰り下げた値にした。  





                                                  
7 限界集落とは６５歳以上の高齢者が、人口比率で住民の５０％を超えた集落のことを指す。 

















しては全てが「未定」との回答であったため、次の指標を適用する。北野地区世帯には現在、男性 6 名、女性 4
名（男性 60 歳以下、女性 50 歳以下での人数）の独身者がいる。 
                                                                    
注 2）「2009 年度厚生労働省人口動態統計調査」の「男女共初婚の平均婚姻年齢」は男性 30.４歳、女性 28.6
歳である。当該年齢を参考に、男性 30 歳、女性 28 歳を婚姻年齢と設定する。（小数点以下切り捨て） 
 




（2010）」）この統計的観点より 50 才以上の者は生涯未婚と設定する。                                     
        
 注 4）その他、20 代後半女性 1 名、30 代男性 1 名、30 代女性 1 名、40 代男性 2 名に関しては予測困難であ
るため便宜上、A12 世帯の 20 代女性、A5 世帯の 30 代女性、A’5 世帯の 30 代男性各 1 名をそれぞれ「5 年
以内に婚姻する者」と設定する。     
     
注 5）婚姻の予測は成年独身者を対象に行い、経過年時において、23 歳以上（22 歳以下は学生年齢とする）を
成年独身者とする。                                                                       
                                                                                                                                                                                                      
 










人口増加と一致しないが、次頁の表 4-3 のような結果となった。5 年後の出生数は 5 人、
10 年後は 2 人（累計 7 人）、20 年後は 9 人（累計 16 人）と予測される。 
【出生予測指標】 
注１）女性 45 歳以下、男性 50 歳以下が婚姻した場合（婚姻時、子どもなし）、「婚姻後５年以内に子




KGPS Review No.15 November 2011 
69 
表 4-4 は、現世帯での継続もしくは将来の居住者数（U ターン予定者）に関し、インタ
ビュー調査及び下記の設定指標に基づき予測を行い、その結果をまとめたものである。 
U ターンや婚姻による転入を見込める世帯は 5 年後迄で 4 世帯、10 年後迄に 2 世帯あ
る。子世代に女性が多いため、転入は限定的である。 
5 年後の世帯居住者は現在の 69 人より増加し 80 人と予測される。但し、高齢化率は現
在よりも上昇する。少子高齢化の流れは変わらない。10 年後は、現在の高齢者が死亡する
と予測されるため、5 年後の居住者より減少し、71 人となる。20 年後は女性婚姻者の転






【世帯構成】 【5 年後】 【10 年後】 【20 年後】 
三世代以上世帯 ４ ３ ３ 
二世代世帯（親65歳未満） ５ ５ １ 
二世代世帯（親高齢者） ７ ７ ３ 
二世代世帯（親、子共に高齢者） １ ３ １ 
夫婦世帯（夫婦いずれもが 65歳未満） ０ ０ ０ 
高齢者夫婦等世帯 ７ ５ １１ 
単身者世帯 ０ ０ ０ 
高齢者単身者世帯 ０ １ ４ 
消滅世帯 ０ ０ １ 













                                                  
8 夫婦または兄弟姉妹の 2人暮らしの世帯。 
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 表 4-5 は、農業従事者に関し、インタビュー調査及び下記の設定指標に基づき、予測を
行い、その結果をまとめたものである。 
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対象となる個人の農業従事者は、地区内 8 人、市内地区外 1 人である。年齢別では、50
代男性 1 人、60 代男性 2 人、60 代女性 1 人、70 代男性 2 人、70 代女性 2 人、80 代男性
1 人である。C1 は北野地区隣接地区世帯出身の女性の夫の兄である。自己所有田を地元地










代表者は 78 歳の男性である。現在は、一線を退き 52 歳の次男に経営を任せている。営
農は次男、次男の妻 52 歳、代表者、代表者の妻 78 歳の家族と 3 人の年間雇用の従事者（50
代 2 人と 60 代の I ターン実習生）及び年間契約のシルバー人材センターよりのパートタ
イム従業者（同じメンバー）の 10 人で行っている。 
 耕作面積は 45ha で、耕作の受託は 6 年契約で請け負っている。1 年を通した農業経営













地区に存し、北野地区より車で 5 分程度の距離に代表者の自宅がある。A グループとは異
なり、年間雇用は行わず、パート従業員雇用での営農を行っている。 
62 歳の代表者、妻 62 歳、息子 40 歳を中心に、大型機械を使った耕作を行い、人員は
できるだけ削減する経営手法を取っている。雇用に掛かる経費を必要最小限度に留め、コ
スト削減に取り組んでいる。また、独自販路の開拓も行い、安定供給にも努めている。 
そのため、耕作規模は A グループより小さく、9ha であるが、経営体質は良好で、機械
購入に掛かった経費も完済間近である。大規模認定農家の認定も受けており、3 年後には、
あと 3ha 増やして 12ha の圃場を耕作する計画を立てている。B グループは規模、経営、
地理的に問題なく、代表者は 70 歳過ぎ位で引退するとの意思表示をしているものの、そ
の後は息子が中心となり営農が引き継がれる予定である。従って、B グループも 5 年、10
年、20 年後の将来において受託可能と予測する。 
以上、耕作受託者の受託可能性について見てきたが、大規模農業経営体に関しては持続
可能な受託が可能である。一方、表 4-6 より分かるように、個人受託者は 5 年後には 6 人
減少し、3 人になると予測される。10 年後も同じ状況で、20 年後には現在の受託者全員
が農業従事不可能年齢に達する。インタビューを通して、農業規模の拡大を望む個人農家
は皆無であったことより、地区内農業従事者より新たな受託者を望むことは難しい。 
5 年後、10 年後、受託される水田は 17 筆に減少し、20 年後は 7 筆に減少する。ただ
A10 世帯では、50 代の世帯主の父が死亡または農業従事できなくなった場合、従前通りに
受託可能が行えない可能性が高い。世帯主の息子が農業に従事する予定であるが、経験も
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4.2 北野地区対象区域内水田の将来予測（経年変化）  
 




図 4-3 の経年変化図における 20 年後の水田の予測図と現況を比較すると大きく変化し
ていくことが分かる。このまま放置すると図 4-2 のような荒廃した耕作放棄田が増加し、














20 年後の状況をみると、山間部の水田はほぼ全滅状態で、わずかに 6 筆の水田が耕作さ
れている予測となった。耕作条件が厳しいため、放棄地はさらに拡大する恐れもある。集
落周辺の水田を見ても、放棄水田が 10 年後に比べ、2 倍近く増加していることが分かる。
年齢的な問題で従事者、受託者がリタイヤすると同時に、担い手が不足することが大きな
原因である。大規模経営体が受託している水田がなければ、平地も壊滅的な状況である。 






















また、39 歳までの男女比のバランスに大きな偏りがあり、男性は 19 人中わずか 3 人であ
る。集落の次代を担う可能性が高い若年男性が少ないことは集落維持を困難にする要因と
なる。 
農地所有世帯数は 18 世帯、所有していない世帯が 6 世帯ある。農業従事者（手伝いも
含む）は 14 世帯 27 人おり、労力的には現状の農地管理に支障がないと言えるが、高齢者
の割合が 50％を超えている。将来予測では、10 年後の全世帯の構成人数は「62 人」、20
年後は「48 人」となる。20 年後の高齢化率は約 56％になる。「婚姻予測」を見ても、5 年
後 4 組、10 年後 2 組、20 年後は 12 組（累計 16 組）である。どれだけの夫婦が地元で居
住するかは予測できない。出生は転入と同じく人口増加の要素であり、人口バランスを整
えるためには重要な事項であるが予測出生数は 5 年後 5 人、10 年後 2 人、20 年後 9 人（累
計 16 人）であ」。ただ、北野地区は出生予測において可能性があるとした世帯構成員のほ
とんどは女性であり地区に残留する可能性は低いと考えられる。U ターンや婚姻による転
入を見込める世帯は 5 年後迄で 4 世帯、10 年後迄に 2 世帯ある。人口が減少することに
より高齢者率が高くなり人口バランスが大きく崩れ、限界集落に陥る可能性が非常に高い。 
世帯構成について、20 年後は、三世代以上世帯 3、二世代世帯（親 65 歳未満）1、二世
代世帯（親高齢者）3、二世代世帯（親、子共に高齢者）1、夫婦世帯（夫婦いずれもが 65
歳未満）0、高齢者夫婦等世帯 11、単身者世帯 0、高齢者単身者世帯 4、消滅世帯 1 とな
る。つまり、核家族化、高齢者世帯（単身・夫婦・親子）の増加が見込まれ、該当世帯の
負担のみならず、地区世帯全体に高齢化が進む可能性が高い。 
















年齢帯別農業従事者数とその耕作面積の状況は、50 歳以上 64 歳以下が 7 人で全体面積
の約 40％を担っている。次いで、75 歳以上が 7 人で約 30％である。また、65 歳以上 74














農作業については通常時、ほとんどの農家が 1 人ないし 2 人で賄っており高齢者は機械作
業が伴う田植え・稲刈り・草刈り機などが出来ないことが多いので世帯内外の若齢の家族








要なし」と答えた農家が 4 軒、「分からない」と答えた農家が 4 軒であった。「必要なし」
と答えた理由としては、「しばらくは自分達の力だけで出来る」、「人と一緒にするのは難し
い」などであった。また、集落営農に関する「合意形成や地区のリーダーの存在」につい












































































［20］近畿農政局（2007）「平成 19 年度近畿食料・農業・農村報告」。 
［21］厚生労働省（2009）「人口動態統計調査」 
［22］国立社会保障・人口聞研究所（2010）「人口統計資料 2010 年」 
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A Survey of land management in rural communities and 
households: 




Graduate School of Policy Studies 
Kwansei Gakuin University 
 
Abstract： 
As the birthrate declines and the population ages, depopulated communities fail to work properly 
in the rural areas of Japan.Sometimes it brings exodus of villagers to the urban areas. Depopulated this 
paper proposes a basic research basis on sustainable ways of land management, and this revealed the 
reality for each household in the village of the Kitano district in Sasayama, Hyogo Prefecture, which 
faces depopulation problems.Village households are getting older and their young adult segment are 
decreasing. Also in the land management, we can see the same situation, many farmers cannot cultivate 
their own farmlands. That is why they come to ask someone to cultivate them or they give up their 
farmlands, if this situation continues we’ll not be able to maintain a lot of farmlands. 
This paper is written by using these methods: Survey, Research, Literature Survey map. The 
research on Sasayama city and Kitano district is done by using literaturers, statistics and other. The 
research on Kitano’s farmland is done by field work, by using the maps of farmland, drawings, books 
based on Commission Council of Agriculture in Sasayama and "Kobe District Legal Affairs Bureau" etc. 
The research on the current household situation of the Kitano district, agricultural land management and 
their future forecasts are done by the interview survey. Through these prosseses, the farmland 
management and the future emage of the Kitano district are revealed. 
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